予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：家畜保健衛生費
	[bookmark: _GoBack]事業名: 新 家畜伝染病検査体制整備事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　畜産課　衛生防疫担当　電話番号：058-272-1111（内2873）
　　　　　　　　　　　E-mail：c11437@pref.gifu.lg.jp

	事業費


　要求額：8,476千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容



	１　要求の内容


家畜伝染病のうちヨーネ病、高病原性鳥インフルエンザ、牛白血病について、正確かつ迅速な診断を実施することにより、適切な防疫対応に資する。

	２　所要経費


１．診断機器の購入
　　　リアルタイムＰＣＲ（岐阜家畜保健衛生所）　　　4,782千円
· 遺伝子診断装置
      遺伝子自動抽出装置（岐阜家畜保健衛生所）　　　1,993千円
      自動血球計数機　　（東濃家畜保健衛生所）　　　1,701千円

	決定額の考え方











	要求額の財源内訳（単位：千円）



	
区　分
	
事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	
0
	
0
	
0
	
0
	
0
	
0
	
0
	
0
	


	要求額
	8,476
	4,238
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,238

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	






事務事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業



	１　事業の目標と成果



（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　検査体制の整備により、迅速、正確な診断をし、防疫体制を維持する。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	リアルタイムＰＣＲ使用検体数
	
（H  ）
	606検体
（H21）
	208検体
（H22）
	135検体
（H23）
	1,000検体（H25）
	％


	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	




（平成24年度の取組）
	・事業の活動内容




（平成24年度の成果）
	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果












	２　事業の評価と課題



（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○

	岐阜家畜保健衛生所には平成19年度導入のTakara社製リアルタイムPCR装置が配備されており、過去の発生農場での継続検査等で実施しているが、家畜伝染病予防法施行規則の改正に伴い、検査数が年間約600検体から約1,000検体に増加するため、現有機１台では対応が困難である。
一方ヨーネ病診断の他に高病原性鳥インフルエンザの遺伝子診断にも活用されるが、H19導入機器は現在の高病原性鳥インフルエンザ検査に対応しておらず、平成23年度に本病についての検証試験を行ったところ、同機種特有の非特異反応が見られており、突発的な疾病の発生に対しては、既導入装置での迅速対応が不能である。
遺伝子抽出装置は、岐阜家畜保健衛生所に平成12年度に導入されているが、8時間で48検体の処理能力しかなく、高病原性鳥インフルエンザ検査対応能力としては不十分である。また、導入後12年を経過し、故障が多い。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）
　　－
	　


	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)
－
	　




（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
高病原性鳥インフルエンザや牛ヨーネ病発生疑い時の迅速診断体制の確認が必要となる。
養数タイムＰＣＲ）



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
導入機器を有機的に活用しながら、畜産農家の疾病対策を強化し、継続的に安全な畜産物の供給に寄与する。



